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令和５年度 海岸漂着物の発生抑制対策ワーキンググループの構成 
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WG は、令和 6 年 1 月と令和 6 年 3 月に各 1 回開催した。開催日時と場所は以下の

とおりである。開催状況を表 0-1 に示す。 

 

●第 1 回 海岸漂着物の発生抑制対策ワーキンググループ 

令和 6 年 1 月 4 日（木）14:00～16:30 沖縄県庁（11 階 第 5 会議室） 

●第 2 回 海岸漂着物の発生抑制対策ワーキンググループ 

令和 6 年 3 月 22 日（金）14:30～16:30 沖縄県庁（11 階 第 2 会議室） 

 

 

表 0-1 海岸漂着物の発生抑制対策ワーキンググループの開催状況 

  

第 1 回 

（令和 6 年 1 月 4 日 沖縄県庁 11 階第 5 会議室） 
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6 令和 6年度の発生抑制対策の検討 

6.1 概要 

令和 6年度において沖縄県では、令和 5年度沖縄県海岸漂着物等地域対策推進事業に

引続き、沖縄県海岸漂着物対策地域計画（以下「地域計画」という。）に基づいた「海

岸漂着物等の回収・処理」及び「海岸漂着物等の発生抑制対策」に係る調査検討や対策

事業を実施する予定である。 

 

6.2 発生抑制対策の取組内容 (案) 

令和 6年度の発生抑制対策の取組内容(案)については、今後必要となる発生抑制対策

の検討項目を第 2回海岸漂着物の発生抑制対策ワーキンググループ（令和 6年 3月 22

日開催）において検討しており、これを踏まえて次ページのとおり整理・検討した。 
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表 0-1 令和 6年度以降の発生抑制対策の検討(案)  

 

取組項目 取組内容（案） 

①ワーキンググルー

プの設置・運営 

・本業務で組織・運営する WG を今後も継続し、海岸漂着物の発生抑制対策に係る

課題と対策方針、更にはその実行性を高めるための協議を行う。開催回数は年

2～3回程度とする。 

・県主催の環境フェアへのワーキンググループとしての参加。 

②陸域からの発生抑

制対策の検討・実施 

・地域あるいは流域圏単位において、主に市民生活、地域産業、関係行政がそれ

ぞれあるいは連携して目標を持ったごみの排出抑制に取組む体制の検討。 

・使い捨てプラスチック容器等減量に係る普及啓発の検討（官民連携により、主

にイベント運営者、参加者それぞれ個別に実施）。※地域の小売店、釣人への普

及啓発も検討する。また、脱プラスチックに係るイベント開催も検討する。 

・県内の大規模なイベント等（県産品イベントやマラソン大会等）におけるプラ

スチック容器の削減（マイ食器やリユース食器の導入等）に向けた県内の多様

な関係者が連携した取組実施。※県内で実績あり。準備と実施で 2 年度に渡る

取組が望ましい。 

・大手のファーストフード店との連携によるプラスチック容器減量の取組検討。 

③海域からの発生抑

制対策の検討・実施 

マリンレジャー等の観光業、漁業従事者、海を利用する住民や観光客等を対象

とした発生抑制対策として、①R04 年度から引続き情報収集対象の拡大と市町村

による調査継続、これを受けた対策検討、②海の利用者、利用業界、市町村を対

象とした普及啓発の実施、ワークショップを開催、③海域からの発生抑制対策に

係る普及啓発方法の検討・教材作成。 

④県内各地域におけ

る対策に係る課題

抽出と対応策 

過年度の沖縄県事業により、県内で求められている発生抑制対策や環境教育・普

及啓発の内容は各地域により様々であるため、各地域に適応した発生抑制対策や

環境教育・普及啓発方法を調査・検討。 

⑤人材育成の取組 発生抑制対策に係る人材が不足しており、県主導で人材育成の支援実施を行う。 

・学校の環境教育に対する民間団体の支援や連携について、事例集の形で調査・

整理する。 

・県内各地域の事情に応じた人材育成の取組方法の検討と、試行的実践。 

・県内では海岸漂着物の発生抑制対策に係る人材や後継者が不足している状況か

ら、次世代を担う大学生やボランティア清掃活動を実施している者が学校の出

前授業や海岸清掃活動の現場で活用できる環境教育・普及啓発プログラムを検

討する。 

・普及啓発、環境教育、海岸清掃活動を主体的に実施する人材の育成。 

・中高生あるいは大学生がワーキンググループの議論に参加できる機会を検討。

更には合同による海岸清掃などの活動を組み合わせる。あるいはワーキンググ

ループメンバーが関わる座談会的なイベントを検討。 

・【地域交流ワークショップ】活動団体が少ない地域（例：県北部など）における

情報交換の場の創造。活動団体の少ない地域でボランティア清掃を行っている

団体を対象に海岸漂着物に関する講習会や情報交換会を実施し、県内団体の活

参考資料：令和５年度発生抑制

対策事業資料の抜粋 
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動の底上げを図る（R05 年度に事後アンケートで要望の多かった「工夫やアイデ

ア」、「プラスチック削減」、「行政との連携」にテーマを絞ることも検討する）。 

⑥環境教育・普及啓発

の推進 

・民間団体による学校での環境教育については、対象校の拡充や継続的な実施の

ため、行政（県・市町村の廃棄物担当部局及び教育委員会等）、民間の連携・協

力体制構築が必要。 

・海岸漂着物に係る環境教育については、現状は県内各地域で内容やレベルがま

ちまちである。この課題を地域毎に解決するのは困難であり、県が主体となっ

て進める。 

⑦普及啓発教材の有

効活用 

・過年度の沖縄県事業では、様々な環境教育・普及啓発教材やプログラムが検討・

作成されてきたが、それらが必ずしも有効活用されていないこと、また、増刷

の要望が高い教材があることから、これらの課題に対応する。 

・環境教育プログラムの共有と環境教育・普及啓発の活動報告、活動報告を踏ま

えたより効果的な活動内容の検討。 

⑧海外交流事業計画・

運営 

・官民の取組の情報共有。 

・海域、陸域からの発生抑制対策に係る課題の整理と対策実施のための協議 

・情報共有プラットフォームの継続的な活用と運用 

⑨一般県民向けワー

クショップの開催 

・県内で海岸漂着物の回収や普及啓発活動を実施している企業、民間団体、住民

を対象として、県内の官民それぞれの取組や東アジアの取組を共有しつつ、今

後の活動内容を考えるためのワークショップを開催する。このワークショップ

は継続する事が大切であり、計画的な参加者の募集・効率的・効果的な開催に

向けて開催時期を決定。 

・参加者やテーマを絞った WS 開催も検討する（例えばテーマを「ビーチクリーン

の交流」、「発生抑制の議論」など）。また対面による開催も検討する。 

・地域交流ワークショップと組合せた継続的な取組内容の検討（地域交流 WS では

団体間の情報交換や連携を目的とした対面形式、県民向けでは情報交換や知識

向上等を目的としたセミナー形式とするなど、地域交流 WS と県民向け WS のそ

れぞれの役割を検討） 

⑩その他 ・県内における情報交換の場の継続的な提供と活用。黒潮クリーンアップサイト

の拡充と運営、活用方法の検討。 

・市町村の役割分担、体制の確認を目的として市町村の受入窓口、受入体制等を

まとめた案内を作成。民間団体と市町村の連携強化、漂着物回収活動の円滑化

を推進する。 

 


